
 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都大学原子炉実験所の原子炉の設置変更 

（臨界実験装置の変更）の概要について 
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１．申請の概要 

 （１）申請者 

    国立大学法人京都大学  

     京都大学総長 尾池 和夫 

 

 （２）事業所名及び所在地 

    京都大学原子炉実験所 

    大阪府泉南郡熊取町朝代西二丁目１０１０番地 

    （図－１参照） 

 

 （３）原子炉の型式及び熱出力 

   ① 臨界実験装置 

ａ．型 式 

      濃縮ウラン非均質型（軽水減速及び固体減速）複数架台方式 

    ｂ．熱出力 

     ⅰ 熱出力      ： 100 W 

     ⅱ 短時間最大熱出力 ：  1kW 

 

 （４）申請年月日 

    平成１６年６月３０日 

（平成１７年３月１６日、平成１７年５月２４日、平成１７年７月２６日 一部補正） 

 

 （５）変更項目 

    文部科学省革新的原子力システム技術開発提案公募事業「ＦＦＡＧ加

速器を用いた加速器駆動未臨界炉に関する技術開発」を進めるため、臨

界実験装置の主要な実験設備の一つとして中性子発生設備を追加する。

あわせて、これに伴う安全保護回路について改造する。 

 

 （６）工事計画 

    中性子発生設備の追加及びこれに伴う安全保護回路の改造に係る工事

計画は図－２のとおりである。 
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 （７）変更の工事に要する資金の額及び調達計画 

    本変更に係る中性子発生設備等の追加に伴う工事に要する資金は、約

６千万円である。 

    これらの工事に要する資金は、文部科学大臣が認可した国立大学法人

京都大学中期計画の平成１６年度～平成２１年度資金計画に基づき、京

都大学経費の平成１７年度分をもって充当される予定である。 

 

２．変更の概要 

 （１）中性子発生設備の追加 

    中性子発生設備については、その他原子炉の主要な設備のうち、主要

な実験設備を追加するものであって、臨界集合体棟外部に設置された加

速器からの粒子ビームをＡ架台室に導き、炉室にて中性子を発生させる

ための中性子発生設備（最大中性子発生量：1011n/sec）を設置するもの

である。この設備は炉室内のビーム輸送系、中性子発生ターゲット及び

ビーム隔離弁からなる。追加する中性子発生設備の概念は図－３のとお

りである。 

 （２）安全保護回路の改造 

    インターロックのうち、制御棒引抜の条件及び中心架台上昇の条件と

して、中性子発生設備及びパルス状中性子発生装置を使用していないこ

とを追加する。この条件により、中性子発生設備及びパルス状中性子発

生装置の運転時に制御棒引抜または中心架台上昇による過剰な反応度の

投入を防止することができる。 

 （３）その他 

    本変更においては、線量率等のＳＩ単位系への記載の統一及び気象デ

ータ等の更新に伴う見直しを行っている。 

 

  



 3

図－１ 京都大学原子炉実験所施設配置図 
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図－２ 当該変更に伴う工事計画 



図－３ 中性子発生設備概念図
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